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第６章 目標達成のための基本施策と重点プロジェクト 
 

１．計画の施策体系 
 

荒川区のエネルギー消費量、温室効果ガス排出量を削減する「削減方針」、「施策の方

向」、「基本施策」は、下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

緩和策 
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温室効果ガス排出量︓24％削減 

エネルギー消費量︓36％削減 
一世帯当たりの 

エネルギー消費量︓44％削減 

床面積 1m2 当たりの 
エネルギー消費量︓27％削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ ◎は、計画期間内において重点的に取組を実施する「重点プロジェクト」 

2027（令和 9）年度までの削減目標（2000（平成 12）年度比） 

業務部門 

荒川区全体 

荒川区全体 

家庭部門 
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２．目標達成のための基本施策と重点プロジェクト 
 

 

 

 

 

 

荒川区から排出される CO2 の 44％が、家庭での日常生活に伴うものです。 

1 世帯当たりのエネルギー消費量は減少傾向にありますが、近年、省エネルギー行動

の取組は停滞しています。また、「脱炭素社会」へ転換していくために欠かせない再生可

能エネルギー・省エネルギー機器の導入が伸び悩んでいます。 

そのため、まずは日常的な省エネルギー行動の着実な実践に加え、より削減効果の高

い省エネルギー行動の啓発と普及を進め、省エネルギー型ライフスタイルへの転換を促

進していきます。その上で、高効率・省エネ型の電化製品への買い替え、再生可能エネ

ルギー・省エネルギー機器の導入、廃棄物の削減（3R）などを促進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

また、「家庭で取り組む温室効果ガスの削減」は、下記の活動指標に基づいて実施して

いきます。 

 

 『家庭で取り組む温室効果ガスの削減』の活動指標  

指標項目 活動指標 
〈2027（令和 9）年度末〉 

現状値 
〈2019（令和元）年度末〉 

省エネセミナー 

参加世帯数 
累計 1,233 世帯 累計 456 世帯 

〈2016（平成 28）年度～〉 

一人一日当たりの 

ごみ排出量 

2021（令和３）年度までに 

2018（平成 30）年度比 25％削減 

2022（令和４）年度以降は、 

「荒川区一般廃棄物処理基本計画」に準ずる 

694ｇ 
〈2018（平成 30）年度〉 

  

削減方針１ 家庭で取り組む温室効果ガスの削減 
〜地球にやさしい⽣活を実践しよう〜 

【施策の方向】 
○ 省エネルギー型ライフスタイルの推進 
○ 再⽣可能エネルギー・省エネルギー機器等の導⼊促進 
○ ３Ｒの推進 
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１－1 省エネルギー型ライフスタイルの推進  

 

（１）家庭の省エネルギー⾏動のきっかけづくり 

日常生活での少しの気づきと工夫で、省エネルギー化を進めることができます。この

ような省エネルギー行動の大切さと取組の効果を「知る」ことが、省エネルギー型ライ

フスタイルへと転換する第一歩であり、「環境区民」の責務です。 

そのため、様々な媒体を活用し、家庭における生活の場面に応じた省エネルギー行動

をわかりやすく解説し、発信していきます。また、公共施設などの一部を開放して夏季

に涼んでいただく「街なか避暑地」、冬季に温まっていただく「ほっとサロン」を開催し、

家庭でのエアコン使用を抑制していきます。 

2 つの基本施策のうち、「家庭で取り組む省エネルギー行動の啓発の強化」を「重点プ

ロジェクト」として設定します。 

 

基本施策 施策の概要 

① 

重点 

家庭で取り組む省エネ

ルギー行動の啓発の強

化 

・あらかわ区報や町会回覧板、区ホームページなどの様々な

媒体を活用し、省エネルギー行動の啓発を強化します。 

・家庭における生活の場面に応じ、健康にも配慮した省エネ

ルギー行動をわかりやすく解説し、発信します。 

② 街なか避暑地、ほっと

サロンの開催 

・夏季及び冬季にエアコン使用の省エネルギー化を図るた

め、区と事業者が協働して「街なか避暑地」、「ほっとサロ

ン」を開催します。 

 

（２）家庭の省エネルギー⾏動の促進 

日常生活での省エネルギー化を効果的に進めていくためには、家庭でのエネルギー使

用量の把握や、各家庭に合わせた省エネルギー行動の実践などが必要です。 

そのため、「省エネセミナー」の参加者を増やし、このような省エネルギー行動のステ

ップアップを促進していきます。 

この基本施策を「重点プロジェクト」として設定します。 

 

基本施策 施策の概要 

① 

重点 

家庭向け省エネセミナ

ーの開催 

・家庭におけるより一層の省エネルギー化を促進するため、

クール・ネット東京等と連携し、家庭向け省エネセミナー

制度の利用者の拡大を図ります。 

 

 

新型コロナウイルス感染症の流行と地球温暖化対策について（その①） 

 

2019（令和元）年 12 月以降、世界中で新型コロナウイルス感染症が流行していま

す。感染拡大防止のため、流行が一定程度収束するまでは、「街なか避暑地」や「ほっと

サロン」、「家庭向け省エネセミナー」など、人が集まるような地球温暖化対策やイベン

トの実施は困難な状況です。これらは、感染症の流行状況に注意を払いながら実施可否

を判断することとし、実施する場合でも感染拡大防止の徹底を図ります。 

また、様々な媒体による啓発活動として、オンラインを活用した啓発事業なども検討

していきます。  

参考 

No.8 追記
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１－2 再⽣可能エネルギー・省エネルギー機器等の導⼊促進   

家庭での省エネルギー化を進めるためには、高効率・省エネ型の電化製品へ買い替え

ることが効果的です。また、「脱炭素社会」へ転換していくためには、再生可能エネルギ

ー・省エネルギー機器の導入拡大が欠かせません。 

そのため、様々な媒体を活用してこれらの機器に関する情報を発信するとともに、「エ

コ助成制度」などにより導入を支援していきます。また、再生可能エネルギーを中心と

した小売電気等への切り替えなどについても啓発し、促進していきます。 
 

基本施策 施策の概要 

① 再生可能エネルギー・

省エネルギー機器導入

に対する支援 

・あらかわ区報や町会回覧板、PR パンフレットなどを通じ

て、家庭用燃料電池（エネファーム）をはじめとする再生

可能エネルギー・省エネルギー機器の導入、家電の買換え

を促進するための情報を発信します。 

・エコ助成制度を活用し、住宅における再生可能エネルギ

ー・省エネルギー機器の導入を促進します。 

・必要に応じて助成対象機器の見直しを行います。 

② 再生可能エネルギーを

中心とした小売電力へ

の切り替えの啓発と促

進 

・家庭に供給される電力の電源構成比や CO2 排出係数の情

報をホームページなどで発信し、再生可能エネルギーの比

率を高めることの意義などを啓発します。 

・東京都の「みんなでいっしょに自然の電気」キャンペーン

との連携などにより、再生可能エネルギーを中心とした小

売電気等への切り替えなどを啓発し、促進します。 
 

1－3 ３R の推進   

家庭で使用する製品などは、製造の段階や廃棄物として焼却処分する際などで CO2 を

排出するため、省資源化と資源の循環利用を推進することは、温暖化防止の観点からも

重要です。 

そのため、ごみの発生抑制（リデュース）を中心に、再利用（リユース）、再資源化（リ

サイクル）をさらに推進していきます。また、近年注目されている海洋プラスチックご

み問題なども踏まえ、プラスチックごみ、プラスチック製品の削減を進めていきます。 
 

基本施策 施策の概要 

① ごみの発生抑制を主眼

とする３R の推進とプ

ラスチックごみの削

減・プラスチック製品

の削減 

・「荒川区一般廃棄物処理基本計画」に基づき、区民に対し、

ごみの減量に向けた啓発を強化するとともに、引き続き、

区民の自主的な資源回収の取組を支援します。また、資源

回収品目の拡大等により、ごみの発生抑制を推進します。 

・プラスチックごみ、プラスチック製品の削減を推進します。 
 

 

「みんなでいっしょに自然の電気」キャンペーン 

 

東京都では、2019（令和元）年から、太陽光や風力などの再生可能エネルギー由来

の電気を購入する希望者を募り、一定量の需要をまとめることで価格を低減しながら再

生可能エネルギー由来の電気の購入を促すキャンペーンを行っています。 

家庭・商店・小規模オフィスが対象となっており、多くの方が参加するほど電気代が

安くなる仕組みになっています。  

参考 
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家庭で取り組む温室効果ガスの削減 

【重点プロジェクト】家庭で取り組む省エネルギー⾏動の啓発の強化 

クール・ネット東京と荒川区が連携して、家庭における生活の場面に応じ、健康にも

配慮した省エネルギー行動のポイントをわかりやすく解説します。 

また、このような情報をあらかわ区報や町会回覧板、区ホームページなど様々な媒体

を活用して発信し、啓発を強化します。 

●家庭の省エネハンドブック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：2020 家庭の省エネハンドブック（クール・ネット東京） 

●家庭の省エネ対策のためのリーフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：クール・ネット東京 HP 
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セミナー名：ふれあいカフェ 

開 催 日：2019（令和元）年 8 月 6 日（火） 

開 催 場 所：西尾久ふれあい館 

家庭で取り組む温室効果ガスの削減 

【重点プロジェクト】家庭向け省エネセミナーの開催 

クール・ネット東京のエコアドバイザー派遣制度を活用して、ふれあい館などで家庭

向け省エネセミナーを開催します。 

子育てクラスや高齢者サロンなどと合同で開催するなど、多くの方に利用していただ

けるように工夫します。 

●開催の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：クール・ネット東京 HP 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：クール・ネット東京 HP 
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省エネ家電への買い替えを促す取組 

 

家電の省エネ化は進化しており、冷蔵庫では 10 年前の製品と比べて約 5 割、エアコ

ンは約 3 割省エネとなっています。このように、より省エネ性能の高い製品に買い替え

ることで電気代の削減のほか、CO2 排出量の削減にもつながります。 

荒川区では、2020（令和 2）年度に、新型コロナウイルス感染症対策事業として省

エネエアコンへの買い替えを促す「あら！快適 ステイホーム・エアコン事業」、「あら！

冬も快適 省エネ・エアコン事業」を実施しました。 

●あら！快適 ステイホーム・エアコン事業のリーフレット 

 

  

参考 
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荒川区エコ助成金交付制度 

 

荒川区では、エコ助成金交付制度を設けています。これらを活用することで、費用負

担を抑えながら、住宅に再生可能エネルギー・省エネルギー機器などを導入することが

できます。助成対象機器は、普及状況や価格に応じて今後も見直しを行っていきます。 

●荒川区エコ助成金交付制度のリーフレット（表面） 

  

参考 
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●荒川区エコ助成金交付制度のリーフレット（裏面） 
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家庭での省エネルギー行動 

 

家庭では、様々なシーンで実践できる省エネルギー行動があります。このような省エ

ネルギー行動により、CO2 排出量の削減に貢献できる上、電気・ガス・水道料金の節約

に繋がり、家計のオトクにも繋がります。 

●家庭での省エネルギー行動（1/2） 

シーン 省エネルギー行動 

効果（年間） 

エネルギー 

削減 

CO2 

削減 

家計の 

オトク 

エ ア コ ン

（冷房）・

テレビ 

冷房時の室温は 28℃を目安にする 30.2kWh 14.8kg 800 円 

エアコン（冷房）の使用時間を 1 日 1 時間減らす 18.8kWh 9.2kg 500 円 

フィルターをこまめに掃除する（月 2 回程度） 32.0kWh 15.6kg 850 円 

テレビをつけている時間を1日1時間減らす 16.8kWh 8.2kg 440 円 

テレビ画面は明るすぎないように設定する 27.1kWh 13.3kg 720 円 

パ ソ コ

ン・掃除機 

部屋を片付けてから掃除機をかける 5.5kWh 2.7kg 150 円 

モップや雑巾を使って掃除機をかける時間を減らす 16.4kWh 8.0kg 430 円 

パソコンを使う時間

を 1 日 1 時間減らす 

デスクトップ 31.6kWh 15.5kg 840 円 

ノート 5.5kWh 2.7kg 150 円 

パソコン（デスクトップ）の電源オプション

の見直しをする 
12.6kWh 6.2kg 330 円 

暖房器具 

暖房時の室温は 20℃

を目安にする 

エアコン 53.1kWh 26.0kg 1,410 円 

ガスファンヒーター 8.2m3 17.8kg 1,040 円 

石油ファンヒーター 10.2L 25.4kg 1,010 円 

暖房器具の使用時間

を 1 日 1 時間減らす 

エアコン 40.7kWh 19.9kg 1,080 円 

ガスファンヒーター 12.7m3 27.6kg 1,610 円 

石油ファンヒーター 15.9L 39.6kg 1,580 円 

電気カーペットは広さにあった大きさにする 89.9kWh 44.0kg 2,380 円 

電気カーペットの設定温度は「強」から「中」にする 186.0kWh 91.0kg 4,930 円 

照明・こた

つ 

照明の使用時間を 1

日 1 時間減らす 

白熱電球 19.7kWh 9.6kg 520 円 

蛍光灯 4.4kWh 2.2kg 120 円 

LED 電球 2.9kWh 1.4kg 80 円 

白熱電球を LED 電球に交換する 92.0kWh 45.0kg 2,440 円 

こたつ布団に上掛けとこたつ敷布団をあわせて使う 32.5kWh 15.9kg 860 円 

こたつの設定温度を低めにする 49.0kWh 24.0kg 1,300 円 

  

参考 
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●家庭での省エネルギー行動（2/2） 

シーン 省エネルギー行動 

効果（年間） 

エネルギー 

削減 

CO2 

削減 

家計の 

オトク 

冷蔵庫 

冷蔵庫は壁から適切な間隔で設置する 45.1kWh 22.1kg 1,190 円 

冷蔵庫は季節に合わせて設定温度を調節する 61.7kWh 30.2kg 1,630 円 

冷蔵庫にはものを詰め込まない 43.8kWh 21.4kg 1,160 円 

冷蔵庫は無駄な開閉をしない 10.4kWh 5.1kg 280 円 

冷蔵庫を開けている時間を短くする 6.1kWh 3.0kg 160 円 

調理・食器

洗い 

炎が鍋底からはみ出ないようにする ガス 2.4m3 5.2kg 300 円 

炊飯器の長時間保温はせず、使わないときは

プラグを抜く 
45.8kWh 22.4kg 1,210 円 

電気ポットの長時間保温はしない 107.5kWh 52.6kg 2,850 円 

食器を洗うときは低温に設定する ガス 8.8m3 19.1kg 1,120 円 

食器洗いのお湯の量を減らす 
ガス 8.2m3 

21.0kg 2,170 円 
水道 4.7m3 

バス・洗濯 

こまめにシャワーを止める 
ガス 12.8m3 

30.7kg 2,690 円 
水道 4.4m3 

お風呂は間隔をあけずに続けて入る ガス 38.2m3 82.9kg 4,850 円 

洗濯物はまとめて洗う 
電気 5.9kWh 

14.1kg 4,190 円 
水道 16.8m3 

衣類乾燥機はまとめて使い、回数を減らす 42.0kWh 20.5kg 1,110 円 

衣類乾燥機は、自然乾燥と併用して使う 394.6kWh 193.0kg 10,450 円 

洗面所・ト

イレ 

使わない時は、電気便座のふたを閉める 34.9kWh 17.1kg 920 円 

電気便座の設定温度を低くする 26.4kWh 12.9kg 700 円 

温水洗浄便座の洗浄温水の温度を低くする 13.8kWh 6.7kg 370 円 

ドライヤーの使用時間を 1 日 1 分間減らす 7.3kWh 3.6kg 190 円 

歯磨き中、水を流しっぱなしにしない 水道 3.9m3 2.6kg 940 円 

資料：2020 家庭の省エネハンドブック（クール・ネット東京）をもとに作成 

  

 

 
猛暑日などは、命を守る行動が重要！ 

健康に配慮しながら取り組みましょう 

No.19～21　追記
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荒川区から排出される CO2 の 36％が、商店や事務所での事業活動に伴うものです。 

近年、省エネルギー行動が定着してきており、床面積 1m²当たりのエネルギー消費量

が減少傾向にあります。しかし、「脱炭素社会」へ転換していくために欠かせない再生可

能エネルギー・省エネルギー機器の導入などの取組は、コストやマンパワーの問題など

で十分には広がっていません。 

そのため、まずは日常的な省エネルギー行動のさらなる実践に加え、省エネ診断など

により、新たな設備投資ではなく、より削減効果の高い対策の啓発と普及を進め、省エ

ネルギー型ビジネススタイルへの転換を促進していきます。その上で、再生可能エネル

ギー・省エネルギー機器の導入など抜本的な取組も促進していきます。 

また、荒川区も一事業者として省エネルギー行動の実践、区有施設への再生可能エネ

ルギー・省エネルギー機器の導入などを推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「事業所で取り組む温室効果ガスの削減」は、下記の活動指標に基づいて実施し

ていきます。 

 

 『事業所で取り組む温室効果ガスの削減』の活動指標  

指標項目 活動指標 
〈2027（令和 9）年度末〉 

現状値 
〈2019（令和元）年度末〉 

事業者向け省エネセミナーへ

の参加者数 
累計 507 名 累計 325 名 

〈2010（平成 22）年度～〉 

エコフォワード宣言数 14 事業者 － 

荒川区役所本庁舎の人口一人

当たり温室効果ガス排出量 

2013（平成 25）年度比

29.4％削減 
68.0kg-CO2 

〈2013（平成 25）年度〉 

 

  

削減方針２ 事業所で取り組む温室効果ガスの削減 
〜地球にやさしい事業活動を実践しよう〜 

【施策の方向】 
○ 省エネルギー型ビジネススタイルの推進 
○ 再⽣可能エネルギー・省エネルギー機器等の導⼊促進 
○ 代替フロンの漏えい防⽌策の促進 
○ 区役所の環境配慮率先⾏動の推進 
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２－1 省エネルギー型ビジネススタイルの推進  

 

（１）事業者の省エネルギー⾏動のきっかけづくり 

事業活動における省エネルギー化は、経費削減に直結します。このような省エネルギ

ー行動の大切さと経費削減の効果を「知る」ことが、省エネルギー型ビジネススタイル

へと転換する第一歩です。 

そのため、様々な媒体や研修会などを通じて、事業者の省エネルギー行動をわかりや

すく解説し、発信していきます。また、事業者向けに説明会を開催し、区の助成制度を

周知していきます。 

これら 2 つの基本施策を「重点プロジェクト」として設定します。 
 

基本施策 施策の概要 

① 

重点 

事業所で取り組む省エ

ネルギー行動の啓発の

強化 

・あらかわ区報、区ホームページなどの様々な媒体を活用し、

省エネルギー行動の啓発を強化します。 

・業務形態や事業活動の場面に応じた省エネルギー行動をわ

かりやすく解説し、発信します。 

② 

重点 

省エネルギー研修会及

び事業者向け説明会の

開催 

・事業者を対象とする省エネルギー研修会を開催し、事業者

の自主的な省エネルギー行動の拡大を促進します。 

・事業者向けに説明会を開催し、区の助成制度を周知します。 
 

（２）事業者の省エネルギー⾏動の促進 

近年、事業者の省エネルギー行動は定着してきていますが、今後、このような行動を

さらに広めていく必要があります。 

そのため、省エネ診断、エコチューニングにより既存設備の運用方法を見直すなど、

設備投資による負担を伴わない取組を促進していきます。また、事業者が環境への取組

を効果的に実施するための環境マネジメントシステムの取得を促進していきます。 

2 つの基本施策のうち、「省エネ診断、エコチューニングの啓発・普及」を「重点プロ

ジェクト」として設定します。 
 

基本施策 施策の概要 

① 

重点 

省エネ診断、エコ

チューニングの

周知と普及 

・事業所におけるより一層の省エネルギー化を促進するため、ク

ール・ネット東京等と連携し、省エネ診断の利用者の拡大を図

ります。 

・建築物の快適性や生産性を確保しつつ、設備機器・システムの

適切な運用改善等を行うエコチューニングの周知と普及を図り

ます。 

② 環境マネジメン

トシステムの取

得促進 

・事業者が環境への取組を促進し、その取組を効果的・効率的に

実施できるよう、環境マネジメントシステム（ISO14000 シ

リーズやエコアクション 21 等）の取得促進に向け、経営支援

課とともに啓発します。 

・エコフォワード宣言を行った事業者を区ホームページで紹介し、

ＣＳＲのＰＲに活用していただきます。また、希望する事業者

には、環境保全対策融資により環境配慮設備費用を借り入れる

際の金利を優遇することで、環境配慮行動を後押しします。 
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2－2 再⽣可能エネルギー・省エネルギー機器等の導⼊促進   

事業者が省エネルギー化を進めるためには、事業で使用する機器を高効率・省エネ型

のものに買い替えることが効果的です。また、「脱炭素社会」へ転換していくためには、

再生可能エネルギー・省エネルギー機器の導入拡大が欠かせません。 

そのため、様々な媒体を活用してこれらの機器に関する情報を発信するとともに、「エ

コ助成制度」などにより導入を支援していきます。また、再生可能エネルギーを中心と

した小売電気等への切り替えなどについても啓発し、促進していきます。 

 

基本施策 施策の概要 

① 再生可能エネルギー・

省エネルギー機器導入

に対する支援 

・あらかわ区報や PR パンフレットなどを通じて、家庭用燃

料電池（エネファーム）をはじめとする再生可能エネルギ

ー・省エネルギー機器の導入を促進するための情報を発信

します。 

・エコ助成制度を活用し、事業所における再生可能エネルギ

ー・省エネルギー機器の導入を促進します。 

・必要に応じて助成対象機器の見直しを行います。 

② 再生可能エネルギーを

中心とした小売電力へ

の切り替えの啓発と促

進 

・事業所に供給される電力の電源構成比や CO2 排出係数の

情報をホームページなどで発信し、再生可能エネルギーの

比率を高めることの意義などを啓発します。 

・東京都の「みんなでいっしょに自然の電気」キャンペーン

との連携などにより、再生可能エネルギーを中心とした小

売電気等への切り替えなどを啓発し、促進します。 

 

2－3 代替フロンの漏えい防⽌策の促進  

近年、業務用冷凍空調機器の増加などに伴い、代替フロンであるハイドロフルオロカ

ーボン類の排出量が増加しています。 

そのため、各種事業者への呼び掛けやフロンアドバイザーの派遣など、業界団体と連

携して代替フロンの漏えい防止策を促進していきます。 

 

基本施策 施策の概要 

① フロン使用製品使用時

の漏えい防止のための

機器管理の啓発 

・業務用冷凍空調機器を使用する事業者や建設・解体業者、

廃棄物・リサイクル業者などへ呼び掛けるとともに、フロ

ンアドバイザーを派遣するなど、業界団体と連携して代替

フロンの漏えい防止策を促進します。 

 

2－4 区役所の環境配慮率先⾏動の推進  

荒川区も一事業者として、「荒川区役所エコアクティブプラン」に基づき、省エネルギ

ー行動を実践するとともに、「荒川区公共施設環境配慮指針」を見直し、区有施設への再

生可能エネルギー・省エネルギー機器の導入などを推進していきます。また、排出係数

に着目した環境にやさしい電力への切り替えなどを推進していきます。 
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基本施策 施策の概要 

① 公共施設の環境

配慮の推進 

・「荒川区役所エコアクティブプラン」の削減目標を達成するため

に、全庁での環境配慮行動を推進します。 

・庁有車への電気自動車等の低燃費・低公害車の導入を推進します。 

・「荒川区公共施設環境配慮指針」を見直し、区が所有する庁舎、

学校、コミュニティ施設等の新築・改修時において、省エネル

ギー機器や太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギー機器

を導入し、公共施設の環境配慮を推進します。なお、機器導入

の際には複数のエネルギー源の組み合わせや IoT を活用した制

御・管理など、更なる省エネ化を検討します。 

・「公共建築物等木材利用促進法」に基づき、公共施設における木

材の利用に努めます。 

② 区有施設の適切

な機器導入、環

境に配慮した電

力一括契約の拡

充 

・区が所有する庁舎、学校、コミュニティ施設等で、設備機器・シス

テムの適切な運用改善等を行うエコチューニングを実施します。 

・排出係数に着目した環境にやさしい電力や交流都市が発電して

いるエコな電力を一括契約する区有施設を増やすことにより、

環境負荷を低減します。 

 

 

荒川区役所エコアクティブプラン 

 

荒川区では、区役所において地球温暖化対策の推進や資源の有効活用など、環境負荷

の軽減に取り組むために、2018（平成 30）年に「荒川区役所エコアクティブプラン」

を策定しました。この計画に基づき「省エネルギーの推進」、「省資源等の推進」、「法令

の遵守及び職員の環境保全意識の向上の推進」の観点から、率先して環境負荷の軽減に

取り組んでいます。 

●荒川区役所エコアクティブプランの体系 

 
出典：荒川区役所エコアクティブプラン 

参考 

1）省エネルギーの 

推進 

2）省資源等の推進 

3）法令の遵守及び 

職員の環境保全 

意識の向上の推進 
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事業所で取り組む温室効果ガスの削減 

【重点プロジェクト】事業所で取り組む省エネルギー⾏動の啓発の強化 
省エネルギー研修会及び⾦融機関職員向け説明会の開催 

クール・ネット東京と荒川区が連携して省エネルギー研修会を開催し、業務形態や事

業活動の場面に応じた省エネルギー行動のポイントをわかりやすく解説します。 

また、このような情報をあらかわ区報、区ホームページなどの様々な媒体にも掲載し

て発信します。 

さらに、事業者から相談されることの多い金融機関職員向けに説明会を開催し、区の

助成制度を周知します。 

●中小規模事業所の省エネルギー対策テキスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：2019 年度版中小規模事業所の省エネルギー対策テキスト（クール・ネット東京） 

●業種別省エネルギー対策テキストのリーフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：クール・ネット東京 HP 
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事業所で取り組む温室効果ガスの削減 

【重点プロジェクト】省エネ診断、エコチューニングの周知と普及 

クール・ネット東京と荒川区が連携して、省エネ診断士を各事業所に派遣し、エネル

ギーの使用状況の診断、光熱水費削減のための省エネルギー化の提案、技術的なアドバ

イスなどを実施します。 

●事業所への提案事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2019 年度版中小規模事業所の省エネルギー対策テキスト（クール・ネット東京） 

●設備改善・運用改善を実施した事業所の実例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2019 年度版中小規模事業所の省エネルギー対策テキスト（クール・ネット東京） 
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エコフォワード事業者宣言 

 

区では、2020（令和 2）年 4 月より、事業者の環境活動を応援するための「エコフ

ォワード事業者宣言」の受付を開始しました。 

●エコフォワード事業者宣言のリーフレット 
 

  

参考 

◆営業車にエコカーを導入します 

◆ペットボトルは社内会議では使用しません 

◆マイボトル・マイバックを持参します 

◆ごみの分別を徹底、雑がみはリサイクルちらしＢＯＸに 

◆歩行喫煙・ポイ捨てはしません 
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新型コロナウイルス感染症の流行と地球温暖化対策について（その②） 

 

2019（令和元）年 12 月以降、世界中で新型コロナウイルス感染症が流行していま

す。 

わが国では、この新しい感染症に対し、感染拡大を防ぎながら生活していくための「新

しい生活様式」が取り入れられるようになりました。このなかで、地球温暖化対策と両

立させるために注意が必要な場面や、逆に「新しい生活様式」のなかでこそ地球温暖化

対策の効果が高まる場面がでてきています。また、「新しい生活様式」には、テレワーク、

ローテーション勤務の増加など、「働き方改革」に繋がる取組もあります。 

さらに、コロナ禍からの復興を環境対策（特に温暖化対策）に繋げていく「グリーン

リカバリー」という考え方が世界中で注目されています。2020（令和 2）年 6 月には、

環境省と気候変動イニシアティブ（気候変動対策に積極的に取り組む企業や自治体、団

体、NGO などのネットワーク）による意見交換会が行われ、経済社会活動の再開を脱

炭素社会への移行、循環経済への移行、自立分散型社会への移行に繋げる方向性などに

ついて話し合われました。 

このように、コロナ禍からの復興を契機と捉え、「働き方改革」や環境対策など、様々

な社会変革に繋げていくことが重要です。 

 

●新型コロナウイルス感染症の流行による影響と注意点など 

分野 地球温暖化対策への影響 注意点など 

家庭 

・休校、テレワーク、ローテーショ

ン勤務の増加により、家庭での温

室効果ガスの排出量が増加する

場合があります。 

・必要な場所だけ照明を点灯する、冷暖

房の温度設定に注意するなど、通常の

省エネルギー行動をこまめに実践し

ていくことが求められます。 

・通販などによる宅配便の利用や食

事のデリバリーが増加し、交通分

野での温室効果ガスの排出量が

増加する場合があります。 

・包装や持ち帰り用の容器による廃

棄物が増加する場合があります。 

・宅配便が再配達とならないように時間

指定するなどの配慮が求められます。 

・過剰な包装を断る、ごみを分別してリ

サイクルに回すなど、通常の環境配慮

行動をこまめに実践していくことが

求められます。 

事業所 

・「新しい生活様式」では、こまめ

な換気が推奨されています。その

ため、空調負荷が増加し、電力消

費量が増加する場合があります。 

・換気時間の管理や、冷暖房のこまめな

運転管理などが求められます。また、

熱交換機能付き吸排換気扇を導入す

ることも有効です。 

・テレワーク、ローテーション勤務

の増加により、事業所や交通分野

での温室効果ガスの排出量が減

少する場合があります。 

・オンライン会議やテレワークなどを継

続的に実施できる環境を整えること

により、エネルギー消費量の削減を継

続できるようになります。 

  

参考 
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「脱炭素社会」へ転換していくためには、家庭や事業所での取組に加え、社会基盤（イ

ンフラ）や社会システムそのものを省エネルギー・省資源型へと転換する必要があります。 

そのため、まちづくりの分野では、建物の新築、建替えの契機にあわせた建物の省エ

ネ化や屋上・壁面緑化の促進に加え、ヒートアイランド対策、LED 街路灯の拡充などを

推進していきます。また、中長期的な視点を持って、水素社会の実現に向けた取組を推

進していきます。 

交通分野では、公共交通機関の利用促進に加え、電気自動車やカーシェアリングなど

の環境にやさしい自動車利用、シェアサイクルなどの自転車利用を促進していきます。 

 

 

 

 

 

 

また、「まちづくりで取り組む温室効果ガスの削減」は、下記の活動指標に基づいて実

施していきます。 

 

 『まちづくりで取り組む温室効果ガスの削減』の活動指標  

指標項目 活動指標 
〈2027（令和 9）年度末〉 

現状値 
〈2019（令和元）年度末〉 

緑のカーテン講習会への延べ参加人数 累計 4,985 名 
累計 2,857 名 

〈2010（平成 22）年度～〉 

LED 街路灯の導入件数 累計 8,875 基 
累計 6,321 基 

〈2010（平成 22）年度～〉 

集合住宅の共用部分の省エネルギー化

の促進 
累計 460 件 

累計 138 件 

〈2017（平成 29）年度～〉 

 

3－1 環境にやさしいまちづくりの推進  

 

（１）まちの温暖化防⽌を推進 

建築物の新築、建替え時に、補助又は融資・利子補給制度等の紹介と斡旋により、建

築物の省エネルギー化を促進するとともに、屋上・壁面緑化の整備を促進していきます。

また、ゼロエミッションビルを取り入れたまちづくり、保水性舗装や遮熱性舗装の拡大

などのヒートアイランド対策、LED 街路灯の拡充などを推進していきます。 

8 つの基本施策のうち、「省エネルギー建築物の新築・建替えの促進」、「緑化の推進」、

「ヒートアイランド対策の推進」、「LED 街路灯の拡充」、「集合住宅の共用部分に対する

省エネルギー化の促進」を「重点プロジェクト」として設定します。  

削減方針３ まちづくりで取り組む温室効果ガスの削減 
〜地球にやさしいまちをつくっていこう〜 

【施策の方向】 
○ 環境にやさしいまちづくりの推進 
○ 環境交通の推進 
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基本施策 施策の概要 

① 

重点 

省エネルギー建築物の

新築・建替えの促進 

・住宅の新築・建替え時や建物断熱化などの改修時に、住宅

の省エネルギー化に対する補助又は融資・利子補給制度等

の紹介と斡旋を行います。 

② ゼロエミッションビル

を取り入れたまちづく

りの促進 

・省エネルギー化や再生可能エネルギーの利用により脱炭素化

を目指すゼロエミッションビルについて、開発事業者との連

携や、国や東京都の補助制度などの情報をホームページなど

で発信することにより、まちづくりに取り入れていきます。 

③ ゼロエミッション住宅

等の普及促進 

・省エネルギー化や再生可能エネルギーの利用により脱炭素

化を目指すゼロエミッション住宅や、省エネルギー性能の

高い高気密住宅の普及を促進します。 

・特にゼロエミッション住宅については、停電時に自家給電

可能であるなどのメリットや、国や東京都の補助制度など

の情報をホームページなどで発信します。 

④ 

重点 

緑化の推進 ・区有施設をはじめ、住宅、商店街などにおける緑のカーテ

ンの設置を促進します。 

・屋上緑化、壁面緑化の整備を促進します。 

・「荒川区花と緑の基本計画」に基づき実施する緑化大賞で様々

な緑のあり方や、公園、児童遊園の計画的な整備を図ります。 

⑤ 

重点 

ヒートアイランド対策

の推進 

・高断熱窓への交換といった住宅へのヒートアイランド対策

について、情報を発信します。 

・保水性舗装など、ヒートアイランド現象の緩和に向けた取

組を推進します。 

⑥ 

重点 

LED 街路灯の拡充 ・道路照明の LED 化を推進します。 

⑦ 

重点 

集合住宅の共用部分に

対する省エネルギー化

の促進 

・マンション省エネコンサルタントの派遣による集合住宅の

共用部分に対する省エネルギー化を促進します。 

⑧ 集合住宅への太陽エネ

ルギー利用システムの

導入促進 

・集合住宅における太陽光発電や太陽熱による再生可能エネ

ルギー機器の導入を促進する方策について検討を行いま

す。 

 

（２）水素社会の実現に向けた取組の推進 

水素の多くは化石燃料由来で、製造の際に CO2 を排出していますが、再生可能エネル

ギー由来の CO2 フリー水素の実用化にむけた技術開発が進んでいます。水素は、エネル

ギーを取り出す際には CO2 を排出しないため、CO2 フリー水素が実用化されれば、「脱

炭素社会」への転換に大きく貢献することになります。 

そのため、水素エネルギーを本格的に利活用する「水素社会」の実現に向けて、普及

啓発を推進していきます。 

この基本施策を「重点プロジェクト」として設定します。 

 

基本施策 施策の概要 

① 

重点 

水素社会の実現に

向けた取組の推進 

・小型化が進んでいる家庭用燃料電池（エネファーム）の普及

啓発に加え、業務用燃料電池についても普及を促進します。 

・水素エネルギーに関する施設見学や、セミナーの開催等を通じ

て、その有用性や安全性について、周知・啓発を行います。 
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３－2 環境交通の推進   

交通分野で温室効果ガス排出量の削減を進めるためには、自家用車から公共交通機関

や自転車を組み合わせた移動へ転換し、自動車の走行量や渋滞を減らす必要があります。

また、「脱炭素社会」へ転換していくためには、乗り物の動力源を再生可能エネルギー由

来のものへ転換していく対策が必要です。 

そのため、コミュニティバス「さくら」などの公共交通機関の利用促進に加え、電気

自動車やゼロエミッションビークル（ZEV）、カーシェアリングなどの環境にやさしい

自動車利用を促進していきます。また、シェアサイクルの周知と利便性向上などにより、

自転車利用を促進していきます。 

4 つの基本施策のうち、「自転車利用の促進」を「重点プロジェクト」として設定しま

す。 

 

基本施策 施策の概要 

① 公共交通機関

の利用促進 

・コミュニティバス「さくら」の運行と利便性向上に向けた取組を

推進します。 

・都電荒川線等の利用やイベントの啓発を行い、利用を促進します。 

② 環境にやさし

い自動車利用

への転換 

・電気自動車用充電スポットの拡充や普及を促進します。 

・カーシェアリングの利点について、区民への周知・啓発をより充

実させ、利便性の拡大と普及を促進します。 

③ ゼロエミッシ

ョンビークル

（ZEV）の普

及促進 

・電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、燃料電

池自動車（FCV）など、環境への負荷が低い ZEV について、補助

制度などの情報をホームページなどで発信し、普及促進を図ります。 

・また、EV のバッテリーを家庭とつなぐビークルトゥホーム（V2H）

システムについて、停電時に自家給電可能であるなどのメリットを

ホームページなどで発信し、普及促進を図ります。 

④ 

重点 

自転車利用の

促進 

・シェアサイクルを本格実施してサイクルポートの拡充を図るとと

もに、区民や事業者に向けて周知します。 

・区の平坦な地理を生かした自転車利用の拡大により、エコな移動

方法の普及を推進します。 

・「荒川区自転車等の放置防止及び自転車等駐車場の整備に関する条

例」に基づく集客施設や集合住宅等への自転車駐車場の整備促進や

道路の走行環境の改善など、自転車利用の利便性の向上を図ります。 

・自転車の安全利用に向けた講習会の実施など、自転車利用マナー

の向上に向けた啓発を推進します。 

 

 

水素社会の実現に向けた国の動向 

 

我が国では、2017（平成 29）年に各国に先駆けて「水素基本戦略」を策定しました。

この戦略では、2030 年頃に水素発電の商用化にむけた技術を確立することや、燃料電

池自動車（FCV）を 30 万台普及させることなどが記載されています。 

2020（令和 2）年の「2050 年脱炭素化宣言」を踏まえ、現在、水素社会の実現に

向けた取組を加速させるべく、戦略の見直し作業が行われています。このなかでは、

2030年時点で国内需要の約 1割に相当する電力を水素発電に切り替えることなどが検

討されています。  

参考 
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まちづくりで取り組む温室効果ガスの削減 

【重点プロジェクト】省エネルギー建築物の新築・建替えの促進 

荒川区では、防災性の向上などを目的に密集市街地における不燃化等の市街地整備を

推進しています。こうしたまちづくりの取組と連動しながら、住宅など建物の省エネル

ギー性能の向上や高効率設備の導入、再生可能エネルギーを活用した自立分散型電源へ

の移行などを促進します。 

●省エネルギー建築物の例（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル〔ZEB〕） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省 HP「ZEB PORTAL〔ゼブ・ポータル〕」 

 

【重点プロジェクト】緑化の推進 

区有施設をはじめ、住宅、商店街などに緑のカーテンの設置を促し、エアコンなどの

エネルギー消費の抑制、気温の上昇の緩和を図ります。 

また、屋上緑化、壁面緑化の整備、公園、児童遊園の計画的な整備を図ります。 

●緑のカーテンの効果（荒川区本庁舎 2 階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※：日の当たっているベランダの床部に比べ、緑のカーテンの内側の温度が低くなっていることが分かる。 
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まちづくりで取り組む温室効果ガスの削減 

【重点プロジェクト】ヒートアイランド対策の推進 

保水性舗装や透水性舗装の拡大により、夏場でも快適な道路空間を確保するとともに、

ヒートアイランド現象の緩和に向けた取組を推進します。 

また、高断熱窓への交換といった住宅へのヒートアイランド対策の情報を発信します。 

●ヒートアイランド対策として効果のある舗装 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重点プロジェクト】LED 街路灯の拡充 

LED 街路灯は、蛍光灯の街路灯より消費電力を約 40%削減できる節電効果の高い設

備です。 

2019（令和元）年度までに 6,256 基設置しており、引き続き、街路灯の LED 化を

推進します。 

●LED 街路灯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（一社）日本照明工業会 HP 

あらかわエコセンター 

駐車場のエコ瓦舗装 

 

千葉県の被災地瓦を配合

した保水性コンクリートに

よる舗装を行い、ヒートアイ

ランド対策と、災害廃棄物の

削減を兼ねる。 
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イベント名：サイエンスショー 

開 催 日：2019（令和元）年 11 月 10 日（日） 

開 催 場 所：あらかわエコセンター2 階 環境研修室 

 

まちづくりで取り組む温室効果ガスの削減 

【重点プロジェクト】水素社会の実現に向けた取組の推進 

千住水素ステーションや水素情報館東京スイソミルなどの施設見学、水素を活用した

実験講演会、環境・清掃フェアやエコフェスタなどの環境事業を通じて、水素エネルギ

ーの有用性や安全性について、周知・啓発を行います。 

●子ども向けの啓発の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重点プロジェクト】⾃転⾞利⽤の促進 

シェアサイクルの周知とサイクルポートの拡充、集客施設や集合住宅等の自転車駐車

場の整備、道路の走行環境の改善などを推進し、自家用車から公共交通機関や自転車を

組み合わせた移動への転換を図ります。 

また、自転車の安全利用に向けた講習会の実施など、自転車利用マナーの向上に向け

た啓発を推進します。 

●サイクルポート 
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・電灯ではなくエレベーターの動力電力が間違っていたので契約電力を下げることができた。 

・LED 化に伴い電気使用料金が月額 5 万円減額となった。 

・共用部電気料金にはエレベーター、ポンプ、機械駐車が含まれるが、10 年未満で元が取れる。 

・ごみ置き場等は人感センサーの取り入れも節電になることを知った。 

まちづくりで取り組む温室効果ガスの削減 

【重点プロジェクト】集合住宅の共⽤部分の省エネルギー化の促進 

荒川区と専門機関が連携し、集合住宅の所有者や管理組合などに対し、省エネ診断な

どの省エネコンサルティングを実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●利用者の感想（一部） 
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「脱炭素社会」を実現するためには、区民・事業者・区（行政）が個々の取組を着実

に実践するとともに、三者が「私たちが守りたい・創りたい将来のあらかわの姿」を共

有の目標とし、「環境区民」として、協働による様々な領域・分野の取組を進めていく必

要があります。また、環境を守る文化をつくり、意識を醸成しながら、将来の世代にも

「環境区民」としての「まちのつながり」を重んじ、「大切にするこころ」を伝えていく

必要があります。 

そのため、「荒川区地球温暖化対策協議会」を主体として、区民や事業者など、地域の

様々な担い手の参加を呼びかけ、環境活動を推進していきます。また、環境体験学習機

会の拡充、次世代を見据えた環境活動に係る人材育成などを推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

また、「協働で取り組む温室効果ガスの削減」は、下記の活動指標に基づいて実施して

いきます。 

 

 『協働で取り組む温室効果ガスの削減』の活動指標  

指標項目 活動指標 
〈2027（令和 9）年度末〉 

現状値 
〈2019（令和元）年度末〉 

環境区民の育成（エコジ

ュニアクラブの延べ参

加者数） 

累計 420 名 
累計 210 名 

〈2013（平成 25）年度～〉 

吸収対策への取組 

植樹による吸収対策や荒川区地球温暖化

対策協議会実行委員会の実施するイベン

トの温室効果ガス排出量をゼロにする 

－ 

 

４－1 地球温暖化対策協議会を主体とした協働による環境活動の推進   

 

温室効果ガス排出量の削減対策の多くは、区民や事業者などの協働による環境活動に

支えられています。 

そのため、「環境区民」とその牽引役となる「荒川区地球温暖化対策協議会」の協働体

制をより強固なものとしながら、環境活動に参加したことがない区民や事業者の興味を

引く活動やイベントの拡充などを通じて、「環境区民」としての力の底上げを図っていき

ます。 

これら 3 つの基本施策を「重点プロジェクト」として設定します。 

  

削減方針４ 協働で取り組む温室効果ガスの削減 
〜みんなが「環境区⺠」として⾏動しよう〜 

【施策の方向】 
○ 地球温暖化対策協議会を主体とした協働による環境活動の推進 
○ 環境意識の向上・環境教育の充実 
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基本施策 施策の概要 

① 

重点 

協働による環境活動・

イベントの拡充 

 

・地域が実施するイベントに出展するなど、「荒川区地球温

暖化対策協議会」の活動を区民・事業者に広く PR します。 

・「荒川区地球温暖化対策協議会」の活動を支援し、創意工

夫による自主的な環境活動・イベントの拡充を図ります。 

・子どもから大人まで全ての世代の興味を引き付け、継続的

な環境活動のきっかけとなるような、環境活動・イベント

の充実を図ります。 

② 

重点 

区民・事業者・環境団

体の自主的な活動の支

援 

・区民や事業者、環境団体が自主的に行う環境活動に対す

る支援を行います。 

③ 

重点 

森林整備等吸収対策に

おける交流自治体との

協働の取組の推進 

・CO２吸収量の増加を図る、カーボン・オフセットの取組

として、交流都市や「幸せリーグ」参加自治体との協働に

よる森林整備等の仕組を検討します。 

・エコジュニアクラブ活動において、森林吸収対策の学習

を交流都市と協働して行います。また、森林整備につい

て若者世代を取り入れた取組を推進します。 

 

４－２ 環境意識の向上・環境教育の充実   

「脱炭素社会」へ転換していくためには、子どもから大人まで全ての世代の環境意識

が向上し、省エネルギー行動などが定着していく必要があります。 

そのため、小中学校における環境教育や体験学習の機会を拡充し、将来の世代にも「環

境区民」としての「まちのつながり」を重んじ、「大切にするこころ」を伝えていきます。 

4 つの基本施策のうち、「環境教育・環境学習の充実」を「重点プロジェクト」として

設定します。 
 

基本施策 施策の概要 

① 

重点 

環境教育・環境学習の

充実 

・教育委員会と連携し、小・中学校における環境教育の充実

を図ります。 

・子どもから大人まで多くの世代の興味を引き付け、多くの

参加者が集う環境体験学習プログラムの立案と参加機会

の拡充を図ります。 

・ワークショップ形式による環境学習講座など多彩な体験学

習を展開します。 

・あらかわリサイクルセンターを活用し、施設見学会の実施

や、小中学校の社会科見学の受け入れなどの普及啓発事業

を実施します。 

② 環境ボランティア・環

境リーダーの育成 

・次世代の環境活動をけん引する環境ボランティアや環境リ

ーダーなどの新たな人材育成と確保を図ります。 

③ 学生向け教育の拡充 ・エコジュニアクラブや夏休みエコ教室といった学生向け教

育をより充実したものにします。 

④ 啓発手法の体系化 ・年齢層、職業、趣味嗜好などに応じた啓発手法の体系化を

行い、それを実践することにより、区民の環境意識の向上

を図ります。 
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協働で取り組む温室効果ガスの削減 

【重点プロジェクト】協働による環境活動・イベントの拡充 
区⺠・事業者・環境団体の⾃主的な活動の⽀援 

「環境区民」による取組を推進するため、「荒川区地球温暖化対策協議会」の活動を支

援し、創意工夫による自主的な環境活動・イベントの拡充を図ります。子どもから大人

まで全ての世代の興味を引き付け、継続的な環境活動のきっかけとなるような、環境活

動・イベントとしていきます。 

また、区民や事業者、環境団体が自主的に行う環境活動に対する支援を行います。 

●「荒川区地球温暖化対策協議会」による自主的な環境活動・イベントの拡充 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重点プロジェクト】森林整備等吸収対策における 
交流⾃治体との協働の取組の検討 

CO２吸収量の増加を図る、カーボン・オフセットの取組として、交流都市や「幸せリ

ーグ」参加自治体との協働による森林整備等の仕組みを検討します。 

また、エコジュニアクラブ活動において、森林吸収対策の学習を交流都市と協働して

行います。 

さらに、森林整備について若者世代を取り入れた取組を検討します。 

●エコジュニアクラブの秩父市での活動の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・地域イベントへの出展 

・環境特別講演会 

・ごみ拾いイベント 

・会員交流会（勉強会） 

・新規事業提案 

・etc…. 

区 ⺠ 
（環境団体含む）

実 行 

相互連携 

協議・提言 
連携 

荒川区地球温暖化
対策協議会 

事業者 

実 ⾏ 委 員 会 

連携 

連携 

区（⾏政） 
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協働で取り組む温室効果ガスの削減 

【重点プロジェクト】環境教育・環境学習の充実 

教育委員会と連携し、小・中学校におけ

る環境教育の充実を図ります。 

また、「あらかわエコセンター」などで、

夏休み期間中の小・中学生を対象にした環

境学習講座「夏休みエコ教室」など、多彩

な体験学習を展開します。 

その他、「あらかわリサイクルセンター」

では、資源の中間処理の様子を見学する施

設見学会や、リサイクルの工房・教室など

を開催します。 

 

●夏休みエコ教室の様子      ●あらかわリサイクルセンター見学の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●夏休みエコ教室の内容（2019（令和元）年） 

実施日 内容 参加者 

7 月 26 日（金） ドキドキ夜の親子観察会「セミの羽化 1」 40 名 

7 月 29 日（月） 汚れた砂浜を救い出せ 37 名 

7 月 30 日（火） ドキドキ夜の親子観察会「セミの羽化 2」 30 名 

7 月 31 日（水） 水素で発電してみよう 17 名 

8 月  2 日（金） ドキドキ夜の親子観察会「セミの羽化 3 エコジュニアクラブ」 37 名 

8 月  5 日（月） 空気の力で浮いて動くホバークラフトを作ろう 38 名 

8 月  6 日（火） ペンギンとひなたちの暮らし 35 名 

8 月  8 日（木） 自分だけのカブトムシを作ろう 34 名 

8 月 16 日（金） 未来の天気予報＆雲図鑑作り 63 名 

8 月 23 日（金） 動物たちの生きる知恵 38 名 

8 月 26 日（月） みるく教室「牛からのおくりもの」 35 名 

8 月 27 日（火） 容器文化ミュージアム親子見学会 25 名 

8 月 28 日（水） 星砂探しと星座絵作り 27 名 

計 13 テーマ 446 名 

 

 

●あらかわエコセンター 
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第７章 気候変動による影響への適応策 
 

１．影響の分野と適応策 
地球温暖化の進行によって様々な異常気象が観測されるようになり、私たちの生活にも

影響が及ぶようになりました。 

2018（平成 30）年に閣議決定された「気候変動適応計画」では、下記のように食糧

危機や希少な動植物の絶滅、自然災害、産業・経済活動への影響など、様々な分野に影響

が及ぶことを指摘しています。 

そのため、温室効果ガスの排出を抑制する「緩和」にこれまで以上に取り組んでいくこ

とはもちろんですが、併せてそれぞれの分野において、被害を回避・軽減する「適応」に

も取り組んでいくことが重要です。 

●気候変動による影響の 7 分野と適応策の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：気候変動適応情報プラットフォーム HP 
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２．荒川区における適応策の抽出 
 

前項に示した気候変動による影響の 7 分野に沿って、荒川区における適応策を抽出し

ました。 

抽出に当たっては、荒川区役所関係課を対象にしたアンケート調査により、気候変動

による事務事業への影響を把握するとともに、2007（平成 19）年に策定した「荒川区

基本構想」で示した 6 つの都市像（生涯健康都市、子育て教育都市、産業革新都市、環

境先進都市、文化創造都市、安全安心都市）の視点で整理しました。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

農林水産業 

水環境・水資源 

自然生態系 

自然災害・沿岸域 

健康 

産業・経済活動 

生活 

真夏日、猛暑日の増加等により、

熱中症や感染症への対策が必要で

す。 

気候変動による影響の７分野 ６つの都市像と主な課題等 

保育施設、教育施設の空調整備や

行事の開催時期、内容等を見直す

必要があります。 

気象による売上、生産性の変動リ

スクがある一方で、環境事業が 

ビジネスチャンスとなる可能性も 

あります。 

緑化の推進のほか、温暖な地域が

原産の外来生物の侵入、定着を予

防する必要があります。 

また、さまざまな影響に備えるた

めの基盤を環境の視点で整備する

必要があります。 

文化団体、スポーツ団体等による 

行事などに影響が及ぶ可能性があ

ります。 

豪雨の増加、台風の強大化などに

よる都市型水害、土砂災害への対

策が必要です。 

 

 

 

 

 

 

生涯健康都市 

産業革新都市 

文化創造都市 

安全安心都市 

環境先進都市 

子育て教育都市 
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（１）⽣涯健康都市 

第２章で示したとおり、東京都では真夏日が増加傾向にあります。また、近年の夏季

（６～９月）の熱中症患者数も増加傾向にあり、熱中症の予防対策を進める必要があり

ます。 

さらに、気温の上昇や降水パターンの変化などにより、感染症を媒介する生き物（蚊

やマダニ、ネズミなど）の分布領域が変化する可能性があります。例えば、2014（平

成２６）年には、代々木公園を中心とした都内でデング熱の感染者が確認され、話題と

なりました。デング熱などを媒介する蚊などの分布域の変化に注視するとともに、発生

抑制に努める必要があります。 

●荒川区の熱中症患者数の変化        ●東京都の熱中症患者数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※：東京消防庁管内（稲城市、島しょ地域を 

除く東京都）の患者数 

資料：東京消防庁 HP をもとに作成 

 

（２）子育て教育都市 

真夏日や猛暑日の増加などにより、熱中症のリスクがより大きくなる可能性があるた

め、荒川区内の小学校では全教室にエアコンを導入しています。今後さらに、ヒートア

イランド現象の緩和などの「ハード対策」と、施設の利用時間やイベントの開催時期、

時間の変更、注意喚起などの「ソフト対策」の両面を進める必要があります。 

 

（３）産業革新都市 

今後、豪雨の増加、台風の強大化などにより、企業の事業継続に対するリスクが増加

する可能性があります。また、製造業や商業では、気象により売上や生産性が変動する

ものもあります。 

一方で、気候変動への適応を含む環境事業がビジネスチャンスとなる場合もあります。

そのため、今後、豪雨の増加や台風の強大化、気温の上昇、降水パターンの変化とそれ

による影響に注視する必要があります。 
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（４）文化創造都市 

今後、豪雨の増加、台風の強大化などにより、交通や情報システムネットワークなど

のインフラ・ライフラインなどに影響が及ぶ可能性があります。また、サクラの開花や

カエデの紅葉などの時期が変化することにより、行事などに影響が及ぶ可能性がありま

す。そのため、様々な機関と連携しながらこのような影響に注視する必要があります。 

 

（５）安全安心都市 

荒川の堤防が決壊した場合、その場所や規模によっては、多くの地域で浸水する可能

性があります。また、西日暮里駅付近には、土砂災害の発生により住民の生命または身

体に危害が生じる恐れがある「土砂災害警戒区域」があります。 

今後、豪雨の増加や台風の強大化などにより、このようなリスクがより大きくなる可

能性があるため、東京都などと連携した河川改修などの「ハード対策」と、防災訓練や

早期避難などの「ソフト対策」の両面を進める必要があります。また、都市型水害の抑

制のため、雨水の貯留・浸水対策を進める必要があります。 

さらに、今後、年降水量や季別降水量の年変動が大きくなり、荒川区の水道水源とな

っている江戸川で渇水（給水制限）が増加する可能性があります。また、気温の上昇な

どの影響も加わり、水質や水需要などの影響も懸念されます。そのため、東京都水道局

などと連携しながら、このような影響に注視する必要があります。 

 

（６）環境先進都市 

限られたスペースを有効に活用して、緑のカーテンや屋上緑化、壁面緑化等を進める

必要があります。また、今後の気温の上昇や降水パターンの変化などにより、動植物の

分布域が変化する可能性があります。例えば、2017（平成 29）年に荒川区内でも確認

されたセアカゴケグモは、温暖な地域が原産の外来生物であり、このような動植物の侵

入、定着率の変化などに注視する必要があります。 

さらに、「環境先進都市」はその他 5 つの都市像を実現するうえで重要な基盤であり、

さまざまな影響に備えるための基盤を環境の視点で整備する必要があります。 

 

（７）全般 

① 最新の科学的知見、技術に基づく適応策 

気候変動とそれに伴う影響の将来予測などの科学的知見は、調査研究などの進展の状

況に応じて日進月歩で更新されます。また、防災対策や暑熱対策など多くの適応の分野

でも、日々新しい技術が開発され取り入れられていきます。このような、最新の科学的

知見、技術を踏まえて適応策を推進する必要があります。 

 

② マルチベネフィットやトレードオフを考慮した適応策 

気候変動による影響は様々な分野に及びます。そのため、適応策はそれぞれの影響に

対して個々に検討するのではなく、分野横断的な視点で検討することが重要です。 
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たとえば、自然環境が持っている多様な機能を賢く利用する「グリーンインフラ」と

いう考え方があります。この考えに基づけば、緑地の整備により雨水の貯留・浸透対策、

ヒートアイランド対策など複数の分野での適応を同時に進めながら、生物の生息・生育

場所の創出、健康・レクリエーション機能の向上など、その他の分野も含めたマルチベ

ネフィット（複数の社会課題の同時解決）に繋げることができます。 

一方で、熱中症を防止するためのエアコンの使用は温室効果ガスの排出に繋がるなど、

トレードオフ（一方を追求するともう一方を犠牲にしなければならないという、二律背

反の状態）の関係にある適応策もあります。 

このように、マルチベネフィットやトレードオフを考慮してあらゆる施策の全体最適

化を行うことが重要です。 

 

③ 啓発 

適応策には、防災対策や暑熱対策など、区民や事業者の一人ひとりが気候変動の影響

とそれに対する対応を理解し、実践することが不可欠な分野も多くみられます。そのた

め、気候変動とそれに伴う影響の将来予測や必要な適応策について、情報発信し啓発す

る必要があります。 

 

 

グリーンインフラ 

 

近年は、少子高齢化や社会資本の老朽化、集中豪雨、ヒートアイランド現象など、複

数の地域課題への統合的な対策が求められています。これらの課題に対し、自然環境が

持っている多様な機能を賢く利用する「グリーンインフラ」という考え方が注目されて

います。 

例えば、公園緑地を整備すると、健康・レクリエーションの場となるとともに、生物

の生息・生育場所が創出されます。また、雨水の貯留・浸透による防災・減災や下水道

施設の負担軽減、植物の蒸発散作用によるヒートアイランド現象の緩和など、様々な課

題解決が期待できます。 

●海外のグリーンインフラの事例 

  

参考 

出典：国土交通省 HP「グリーンインフラポータルサイト」 
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３．適応策の体系 
 

前項を踏まえると、気候変動による影響の 7 分野すべてにおいて、今後の影響に注視

する必要があります。その中でも、緊急性・重要性の高い 4 分野について、適応策を検

討しました。 

荒川区の気候変動への「適応方針」、「施策の方向」、「基本施策」は、下記のとおりで

す。マルチベネフィットやトレードオフも考慮して施策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ◇は、特にマルチベネフィットやトレードオフを考慮する必要がある施策 

●特にマルチベネフィットやトレードオフを考慮する必要がある施策 

適応方針 基本施策 マルチベネフィット（○）とトレードオフ（△）の視点 

1 自然災害

への適応 

雨水貯留水槽の設置 ○雑用水や消火用水としての活用が期待できる。 

△蚊の発生に注意が必要である。 

保水性舗装や透水性舗装の拡大 ○ヒートアイランド対策としての効果が期待できる。 

2 暑熱への

適応 

緑化の推進 ○雨水の貯留・浸透対策、生物の生息・生育場所の創出、

健康・レクリエーション機能の向上などが期待できる。 

保水性舗装や透水性舗装の拡大 ○雨水の貯留・浸透対策としての効果が期待できる。 

街なか避暑地の開催 ○家庭でのエネルギー消費量の削減が期待できる。 

△施設でのエネルギー消費量が増加して家庭での削減分を

打ち消す場合もあるため、運用方法に注意が必要である。 

3 感染症等

への適応 

害獣対策の推進 ○家屋などへの被害防止や外来種対策としての効果

が期待できる。 

4 自助・共

助・公助で

取り組む適

応 

気候変動による影響や適応

に関する情報発信 

○緩和策と適応策を併せて啓発することで、温室効果

ガスの排出削減に繋がることが期待できる。 

△緩和策を軽視していると受け取られないような説

明をする必要があることに注意が必要である。 

環境関連施設、イベントで

の啓発の推進 
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４．適応の基本施策 
 

 

 

 

 

 

今後、豪雨の増加、台風の強大化などにより、風水害のリスクがより大きくなる可能

性があるため、東京都などと連携した河川改修などの「ハード対策」と、防災訓練や早

期避難などの「ソフト対策」の両面を推進していきます。また、都市型水害の抑制のた

め、雨水の貯留・浸透対策を推進していきます。さらに、区民や事業者の一人ひとりが

災害時に適切に対応できるように、風水害に関する情報発信などを推進していきます。 

このような風水害への対応は、2018（平成 30）年に修正した「荒川区地域防災計画」、

2020（令和 2）年に策定した「荒川区風水害対応方針」に示しています。今後、より

大きくなるリスクに対応できるように、適宜、これらの計画・方針を修正していきます。 

 

施策の方向 基本施策 施策の概要 

1-1 風水害に

備える体

制、設備

などの強

化 

① 

 

緊急避難場所

の確保 

・区では、水害時に緊急的に垂直避難することができ

る民間施設を「災害時地域貢献建築物」として認定

しています。 

・今後も引き続き民間施設へ働きかけ「災害時地域貢

献建築物」の確保を図ります。 

② 体制の強化、

手順の明確化 

・風水害時に、区民に対して迅速に情報提供を行える

ように体制を強化します。 

・風水害時に、的確な活動を行うための手順を明確化します。 

③ 町会・自治会

との連携の強

化 

・風水害時に、区民が適時、正確な情報を収集し、適

切に避難行動等をとれるような体制を、町会・自治

会と連携して検討します。 

④ 水害時におけ

る電力の確保 

・非常用自家発電機、蓄電池の導入、ソーラー発電機、

カセットガス式発電機等の活用により、電力確保手

段の多重化を図ります。 

1-2 雨水の貯

留・浸透

対策の推

進 

① 雨水貯留水槽

の設置 

・区では、ふれあい館などの施設に雨水貯留水槽を設

置し、雨水の流出抑制を図っています。 

・今後も引き続き関係機関と連携し、新たな施設建設

等に合わせて整備を推進します。 

・エコ助成制度を活用し、住宅等における雨水貯水槽

の導入を促進します。 

② 保水性舗装や透

水性舗装の拡大 

・区道で保水性舗装や透水性舗装を拡大し、雨水の流

出抑制を図ります。 

1-3 風水害に

対する意

識啓発の

推進※1 

① 風水害に関す

る情報発信 

・ハザードマップの配布や区報、ホームページ、防災アプリ

等による周知、電柱等への浸水深の掲示などにより、風水

害に関する情報を発信し、区民の意識向上を図ります。 

② 防災講和等の

開催 

・防災講話等を開催し、区民が迅速に避難行動を取れ

るよう、避難場所や避難方法などを周知します。 
※1：マイ・タイムラインの作成、自主的な広域避難、7 日間分以上の備蓄などを啓発していく。 
※2：風水害対策の詳細は「荒川区地域防災計画」、「荒川区風水害対応方針」を参照。 
※3：河川改修などのハード対策は、東京都と連携して推進する。 

適応方針１ ⾃然災害への適応 
〜豪⾬の増加、台⾵の強⼤化に備えよう〜 
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今後、真夏日、猛暑日の増加などにより、熱中症のリスクがより大きくなる可能性が

あるため、ヒートアイランド現象の緩和などの「ハード対策」と、施設の利用時間やイ

ベントの開催時期、時間の変更、注意喚起などの「ソフト対策」の両面を推進していき

ます。 

また、区民や事業者の一人ひとりが熱中症を予防できるように、暑熱や熱中症に関す

る情報発信などを推進していきます。 

 

施策の方向 基本施策 施策の概要 

2-1 ヒートアイラ

ンド対策の推

進 

① 緑化の推進 ・区有施設をはじめ、住宅、商店街などにお

ける緑のカーテンの設置を促進します。 

・屋上緑化、壁面緑化の整備を促進します。 

・「荒川区花と緑の基本計画」に基づき、公

園、児童遊園の計画的な整備を図ります。 

② 保水性舗装や透水

性舗装の拡大 

・区道で保水性舗装や透水性舗装を拡大し、

ヒートアイランド現象の緩和を図ります。 

2-2 熱中症予防の

推進 

① 街なか避暑地の開

催 

・街なかでの熱中症を防ぐため、区と事業者

が協働して、休憩スポットとなる「街なか

避暑地」を開催します。 

② 区有施設やイベン

トでの熱中症対策

の推進 

・区有施設での熱中症を防止するため、夏季

の利用制限の検討やアナウンス、ポスター

などによる注意喚起などを推進します。 

・イベントでの熱中症を防止するため、夏季

の開催時期、時間、内容の変更や注意喚起

などを推進します。 

2-3 熱中症に対す

る意識啓発の

推進 

① 暑熱、熱中症に関

する情報発信 

・区報、ホームページなどで暑熱や熱中症に

関する情報を発信し、区民の意識向上を図

ります。 

 

 

 

荒川区花と緑の基本計画 

 

荒川区では、「幸福実感都市 あらかわ」の実現に向け、花や緑を通して、幸せを感じ

ることができるまちを築いていくため、2009（平成 21）年に「荒川区花と緑の基本計

画」を策定しました。 

このなかで、植物は気温の調節によるヒートアイランド現象の緩和や冷暖房等のエネ

ルギー消費の削減に繋がるものとして位置づけ、接道部・公共施設・学校や幼稚園・民

間施設・道路・鉄道等での緑化を推進しています。 

  

適応方針２ 暑熱への適応 
〜真夏⽇、猛暑⽇の増加に備えよう〜 

参考 
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今後、気温の上昇や降水パターンの変化などにより、感染症を媒介する生き物（蚊や

マダニ、ネズミなど）の分布領域が変化する可能性があるため、これらの発生抑制など

を推進していきます。 

また、区民や事業者の一人ひとりが感染症を予防できるように、感染症の傾向や予防

に関する情報発信などを推進していきます。 

 

施策の方向 基本施策 施策の概要 

3-1 感染症を媒介

する生き物に

対する発生抑

制の推進 

① 昆 虫 成 長 制 御 剤

（ ボ ウ フ ラ 駆 除

剤）の投入 

・区有施設のほか、町会・自治会の協力によ

り、雨水枡へ昆虫成長制御剤（ボウフラ駆

除剤）を投入し、蚊の発生防止を図ります。 

② 害獣対策の推進 ・感染症を媒介する可能性がある害獣等の対

策を推進します。 

3-2 感染症に対す

る意識啓発の

推進 

① 感染症の傾向や予

防に関する情報発

信 

・区報、ホームページなどで感染症の傾向や

予防に関する情報を発信し、区民の意識向

上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

適応策には、防災対策や暑熱対策など、区民や事業者の一人ひとりが気候変動の影響

とそれに対する対応を理解し、実践することが不可欠な分野も多くみられます。 

そのため、気候変動とそれに伴う影響の将来予測や必要な適応策の情報発信、環境関

連施設等、イベントでの啓発を推進していきます。 

 

施策の方向 基本施策 施策の概要 

4-1 気候変動への

適応に関する

意識啓発の推

進 

① 気候変動による影

響や適応に関する

情報発信 

・区報、ホームページなどで気候変動とそれ

に伴う影響の将来予測や必要な適応策な

どの情報を発信し、区民の意識向上を図り

ます。 

② 環境関連施設等、

イベントでの啓発

の推進 

・公共施設での環境教育等で気候変動による

影響の将来予測や必要な適応策について

の啓発を行い、区民の意識向上を図りま

す。 

・「環境・清掃フェアあらかわ」や「エコフ

ェスタ」などで、気候変動による影響や適

応に関する展示などを行い、区民の意識向

上を図ります。 

 

 

適応方針３ 感染症等への適応 
〜感染症等のリスク増加に備えよう〜 

適応方針４ ⾃助・共助・公助で取り組む適応 
〜一⼈ひとりが気候変動に備えよう〜 












